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地域医療構想に関するワーキンググループ 

における意見の整理 
 

 

Ⅰ．基準病床数と病床の必要量（必要病床数）の関係性の整理について 

 

１．用いる人口の時点について（一般病床・療養病床 共通） 

 

 ○ 基準病床数の算定にあたっては、将来の推計人口が一定の幅を持って定

められていること、また、推計人口と実際の人口等が地域によっては乖離

することなどから、従来と同様に、医療計画策定時における、公式統計に

よる夜間人口を用いることとする。 

 
 ※ 第７次医療計画策定にあたっては、2016年の住民基本台帳、もしくは 2015年の国

勢調査を用いることが想定される。 

 

 ○ ただし、第７次医療計画の終了年は 2023年度であり、地域医療構想にお

いて想定している 2025年との差は２年となることから、今後、急激な医療

需要の増加が見込まれる地域における対応については、「７．今後病床の整

備が必要となる構想区域への対応について」において整理する。 

 

 

２．退院率、平均在院日数及び入院受療率について（一般病床） 

 

○ 一般病床の基準病床数を算定する際には、一般病床が長期療養以外の患者

が入院する病床であるとの考え方を踏まえ、入院受療率ではなく、従来と同

様に、退院率及び平均在院日数を用いることとする。 

 

○ 退院率は直近の患者調査の値を、平均在院日数は直近の病院報告の値を、

それぞれ従来と同様に用いることとする。 

 

○ 退院率等の圏域については、病床の地域的偏在を是正するという制度の目

的を踏まえ、従来と同様に、ブロックごとの値を用いることとする。 

 

○ ただし、平均在院日数については、ブロック別で比較した場合に、数日の

乖離があること、また、経年変化も一律ではないことから、例えば、全国平

均を下回っているブロックについて、更なる短縮を見込む場合には、これま

で相当程度平均在院日数が短くなってきている点を勘案するなど、地域差を

適切に反映することとする。 
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３．患者の流出入について（一般病床） 

 

○ 流出超過加算は、全国平均で９割以上の患者が、居住する都道府県内にお

いて、入院治療を受けている現状を鑑み、特に必要とする場合には、都道府

県間で調整を行うよう見直すこととする。 

 

○ その際、基準病床数の算定にあたっては、従来と同様に、医療機関所在地

に基づいた値を用いることとする。 

 

 

４．病床の利用率について（一般病床・療養病床 共通） 

 

○ 基準病床数制度の目的である病床の地域的偏在の是正という観点を踏ま

え、従来と同様に、全国一律の病床の利用率を用いることとする。 

 

○ その際、地域医療構想では一定の値を用いていることから、同様に、一定

の値（例えば、一般病床においては○○％）を定めることとする。 

 

○ また、病床の利用率は、下限として値を定め、各都道府県で実情等を踏ま

え、定められるよう見直すこととする。 

 

 

５．入院受療率について（療養病床） 

 

○ 療養病床の基準病床数を算定する際に用いている性別･年齢階級別の入院

率･入所率のうち、特別養護老人ホーム・介護老人保健施設分である入所率

を除き、療養病床の入院受療率のみを用いて算定するよう見直すこととする。 

 

 ○ その上で、病床の地域的偏在の是正という目的を鑑み、入院受療率は、

従来と同様に、全国一律の値を用いることとする。 

 

 

６．介護施設対応可能数等について（療養病床） 

 

 ○ 介護施設対応可能数については、上記「５．入院受療率について（療養

病床）」の対応を踏まえ、介護施設対応可能数を減ずることも行わないよう

見直すこととする。 

 

○ また、在宅医療の整備状況等は、地域によって大きく異なることから、都

道府県において、必要に応じて減ずることができるよう見直すこととする。 

 

○ 療養病床の基準病床数の算定において、将来的に他の病床等での対応が見

込まれる分については、療養病床の在り方等の検討状況を踏まえ、必要に応

じて見直すこととする。 
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７．今後病床の整備が必要となる構想区域への対応について 

 

○ 将来の医療需要の推移を踏まえた病床の必要量（必要病床数）は、各地域

の人口推移の影響を大きく受ける。特に、今後高齢化が更に進む地域におい

ては、医療需要の増加が大きく見込まれ、それに応じた医療提供体制の整備

が求められる。 

 

○ このことは、急激な人口増加が見込まれる場合に、基準病床数の算定に対

し、特例を認めている医療法第 30条の４第７項（※１）の規定の趣旨に合

致するものと考えられる。 

 

○ 以上を踏まえ、病床過剰地域で、病床の必要量（必要病床数）が将来にお

いても既存病床数を大きく上回ると見込まれる場合は、 

 ① 高齢化の進展等に伴う医療需要の増加を毎年評価するなど、基準病床数

を確認すること 

 ② 医療法第 30条の４第７項の基準病床数算定時の特例措置で対応するこ

と 

  とする。 

 

 ○ 上記①②を活用した病床の整備に際しては、次の点に配慮した上で、地

域の実情等を十分に考慮し、検討をする必要がある。 

  ・ 機能区分（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）ごとの医療需要 

  ・ 高齢者人口のピークアウト後を含む医療需要の推移 

  ・ 疾病別の医療供給の状況、各医療圏の患者流出入、交通機関の整備状

況などの地域事情 

  ・ 都道府県内の各医療圏の医療機関の分布 

   等 

 
※１ 医療法第 30条の４第７項について 

 

８．その他検討が必要な事項について 

 

○ 基準病床数の算定にあたって、入院経過中に提供される医療の内容の変化

やその患者像等も踏まえつつ、平均在院日数の考え方と併せて今後整理する。 

 

  

医療法（抄） 

第 30条の４ 

７ 都道府県は、第２項第 14号に規定する基準病床数を定めようとする場合におい

て、急激な人口の増加が見込まれることその他の政令で定める事情があるときは、

政令で定めるところにより、同号に規定する基準病床数に関し、前項の基準によら

ないことができる。 
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医療法第 31条に定める公的医療機関（都道府県、市町村その他厚生労働大臣の定め
る者（地方独立行政法人、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業協同
組合連合会等）の開設する医療機関）及び医療法第７条の２第１項２号から８号に掲げ
る者（共済組合、健康保険組合、地域医療機能推進機構等）が開設する医療機関。 

Ⅱ．協議の場（地域医療構想調整会議）での議論の進め方について 

 

１．調整会議の役割を踏まえた議論する内容及び進め方の整理 

 

 （１） 医療機能の役割分担について 

 

ア 構想区域における将来の医療提供体制を構築していくための方向性の

共有 

 

 （ア）構想区域における医療機関の役割の明確化 

 

○ 将来の医療提供体制を構築していくための方向性を共有するため、当

該構想区域における医療機関であって、地域における救急医療や災害医

療等を担う医療機関が、どのような役割を担うか明確にすることが必要

である。その際に、次の各医療機関が担う医療機能等を踏まえ、調整会

議の場で検討を進めること。 

     ・ 公的医療機関等（※２）及び国立病院機構の各医療機関が担う

医療機能 
（公立病院の担う医療機能については、新公立病院改革ガイドライン(※

３)に基づき検討すること） 

・ 地域医療支援病院及び特定機能病院が担う医療機能 

・ 上記以外の構想区域における中心的な医療機関が担う医療機能 

 等 

 

○ 上記以外の医療機関については、これらの医療機関との連携や、これ

らの医療機関が担わない医療機能（例えば、重症心身障害児に対する医

療等）や、地域の多様な医療ニーズを踏まえ、それぞれの役割を明確化

すること。 

 

○ また、必要に応じて、医療法第 30条の 16（※４）に規定される権限

の行使も視野に入れ、各医療機関の役割について明確化すること。 
 

 

 

※２ 公的医療機関等 
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医療法（抄） 

第 30 条の 16 都道府県知事は、医療計画において定める地域医療構想の達成を推進す

るために必要な事項について、協議の場における協議が調わないとき、その他の厚生

労働省令で定めるときは、構想区域等における病床機能報告対象病院等（第７条の２

第１項各号に掲げる者が開設するものに限る。）の開設者又は管理者に対し、都道府

県医療審議会の意見を聴いて、病床の機能区分のうち、当該構想区域等に係る構想区

域における病床の機能区分に応じた既存の病床数が、医療計画において定める当該構

想区域における将来の病床数の必要量に達していないものに係る医療を提供すること

その他必要な措置をとるべきことを指示することができる。 

２ 前項の規定は、医療計画において定める地域医療構想の達成の推進のため特に必要

がある場合において、第７条の２第１項各号に掲げる者以外の者が開設する病床機能

報告対象病院等について準用する。この場合において、前項中「指示する」とあるの

は、「要請する」と読み替えるものとする。 

○ 究極の目的は、公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制の
確保を図り、その中で公立病院が安定した経営の下でへき地医療・不採算医療や高
度・先進医療等を提供する重要な役割を継続的に担っていくことができるようにする
こと。 

○ 今後の公立病院改革は、医療法に基づく地域医療構想の検討及びこれに基づく取組

と整合的に行われる必要がある。 

○ なお、新改革プランは、地域医療構想と整合的であることが求められているもので

あるが、仮に、新改革プラン策定後に、地域医療構想調整会議の合意事項と齟齬が生

じた場合には、速やかに新改革プランを修正すべきである。 

 

※３ 新公立病院改革ガイドラインより 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※４ 医療法第 30条の 16について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注） 第７条の２第１項各号に掲げる者が開設するものとは、「※２ 公的医療機関

等」を指す。 

 

 （イ）将来に病床機能の転換を予定している医療機関の役割の確認 

 

○ 病床機能報告においては、６年後の病床機能も報告されていることか

ら、将来に病床機能の転換を予定している医療機関についても、その転

換の内容が地域医療構想の方向性と整合性のあるものとなっているか

という点について確認すること。 

 

 

 （ウ）その他の事項 

 

○ このほか、地域の住民が望む医療へのかかり方等を聴取し、ニーズを

把握すること。 

 

○ 上記の検討結果を踏まえて、構想区域ごとの将来の医療提供体制を構

築していくための方向性を定め、関係者間で共有すること。 
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医療法（抄） 
第 30条の 15 都道府県知事は、第 30条の 13第１項の規定による報告に係る基準日
病床機能と基準日後病床機能とが異なる場合その他の厚生労働省令で定める場合
において、当該報告をした病床機能報告対象病院等（以下この条及び次条において
「報告病院等」という。）の所在地を含む構想区域における病床機能報告対象病院
等の病床の当該報告に係る基準日後病床機能に係る病床の機能区分に応じた数が、
医療計画において定める当該構想区域における当該報告に係る基準日後病床機能
に係る病床の機能区分に応じた将来の病床数の必要量に既に達しているときは、報
告病院等の開設者又は管理者に対し、当該報告に係る基準日病床機能と基準日後病
床機能とが異なる理由その他の厚生労働省令で定める事項（以下この条において
「理由等」という。）を記載した書面の提出を求めることができる。  

２ 都道府県知事は、前項の書面に記載された理由等が十分でないと認めるときは、
当該報告病院等の開設者又は管理者に対し、協議の場における協議に参加するよう
求めることができる。  

３ 報告病院等の開設者又は管理者は、前項の規定により都道府県知事から求めがあ
つたときは、これに応ずるよう努めなければならない。 

 

イ 新規に参入してくる医療機関や、増床を行い規模の拡大を行う医療機関

等への対応 

 

○ 今後、高齢化が急速に進み、医療需要の増加が大きく見込まれる地域

においては、増床等の整備の必要が生じる。この場合においても、共有

した方向性を踏まえ、将来の医療提供体制を構築するために、医療法第

７条第５項の行使も視野に入れ、今後必要となる医療機能を担うことを

要請していくこと。 

 

○ また、新規に参入してくる医療機関に対しては、病院の開設の許可を

待たず、調整会議への出席を求め、方向性を踏まえ、地域に必要な医療

機能等について、理解を深めてもらうよう努めること。 

 

○ この他、病床機能を転換する計画等が明らかとなった医療機関につい

ては、その方向性が地域医療構想と整合性のあるものとなっているか、

適宜検討すること。 

 

 

ウ 方向性を共有した上での病床機能分化・連携の推進 

 

○ 共有した方向性を踏まえ、各医療機関は将来の担うべき医療機能に向

けた病床機能等の転換や、既存の機能の充足を図ること。 

 

○ 進捗状況については、毎年の病床機能報告の結果を、構想区域の関係

者間で共有し、方向性と明らかに異なる機能の転換等を行う医療機関に

ついては、医療法第 30条の 15（※５）の行使も視野に入れた対応を検

討すること。 

 
※５ 医療法第 30条の 15について 
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４ 都道府県知事は、第２項の協議の場における協議が調わないとき、その他の厚生
労働省令で定めるときは、当該報告病院等の開設者又は管理者に対し、都道府県医
療審議会に出席し、当該理由等について説明をするよう求めることができる。 

５ 報告病院等の開設者又は管理者は、前項の規定により都道府県知事から求めがあ
つたときは、都道府県医療審議会に出席し、当該理由等について説明をするよう努
めなければならない。  

６ 都道府県知事は、第２項の協議の場における協議の内容及び第四項の説明の内容
を踏まえ、当該理由等がやむを得ないものと認められないときは、報告病院等（第
７条の２第１項各号に掲げる者が開設するものに限る。）の開設者又は管理者に対
し、都道府県医療審議会の意見を聴いて、第 30条の 13第１項の規定による報告に
係る基準日病床機能を当該報告に係る基準日後病床機能に変更しないことその他
必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  

７ 前項の規定は、医療計画において定める地域医療構想の達成の推進のため特に必
要がある場合において、第７条の２第１項各号に掲げる者以外の者が開設する報告
病院等について準用する。この場合において、前項中「命ずる」とあるのは、「要
請する」と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２） 病床機能分化・連携に向けた方策の検討 

 

ア 将来の医療提供体制を実現するために必要な事項の検討 

 

○ 共有した方向性を踏まえ、地域における病床機能の分化・連携を図る

にあたり、各医療機関がどの病床機能に今後機能転換するかを明確にす

るとともに、次のような事項についても検討すること。 

 
＜明確化すべき事項の例＞ 

・ 不足又は充足すべき医療機能について、将来の医療需要の動向を見据え、整備

すべきストラクチャー、マンパワー等の見込み 

・ より質の高い医療を提供するため、地域連携パス等に関わる関係者間の役割 

等 

 

 

イ 実現するための方策の検討 

 

○ 各医療機関の有する医療資源を基に、対応が必要な事項について、医

療機器等のストラクチャーの共同利用や、連携によりマンパワーを補う

方法等を検討すること。 

 
＜検討内容の例＞ 

・ 回復期機能を担う医療機関における、PT・OT等の職種の確保 

・ 医療機能を転換する場合の看護職員等の計画的な雇用 

等 

 

○ 既存の医療資源だけでは対応できない事項については、財政的支援の

必要性等を検討し、地域医療介護総合確保基金の都道府県計画への反映

について検討すること。 
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（３） 地域住民への啓発 

 

ア 共有した方向性を踏まえた、医療へのかかり方の周知 

 

○ 共有した方向性を踏まえ、今後の地域における医療提供体制をどのよ

うに構築していくかについて、できるだけ分かりやすく周知し、地域住

民の理解を深めること。 

 

○ そのため、調整会議で行われている議論について、広く住民に伝え、

地域における医療提供体制の課題等の共有を図るため、議事の内容等を、

ホームページ等を通じて、情報提供すること。 

 

○ その他、例えば、次のような内容について、積極的に地域住民に対し

て情報提供等を行うこと。 

 
   ＜情報提供の例＞ 

・ かかりつけ医を持つことなどを通じた、外来受診等の在り方 

・ 専門的な医療が必要な病気に罹患した場合の、構想区域を超えて提供される医

療 
等 

 

○ また、構想区域における、急性期疾患の罹患から、治療、リハビリテ

ーション、在宅等への復帰に至るまでの各医療機関や関係機関の役割分

担を示すことで、医療提供体制に関する患者の理解を深めること。 

 

 

２．その他調整会議の運営に当たり留意すべき事項 

 

（１） 調整会議の開催時期等 

 

ア 方向性の共有に向けて 

 

○ 構想区域における将来の医療提供体制の方向性を共有すること。 

 

○ そのため、各都道府県においては、地域医療構想の策定後、できるだ

け速やかに調整会議を開催することが望ましい。 

 

 

イ 調整会議の定期的な開催による情報の共有等について 

 

○ 毎年 10月には、各医療機関から病床機能報告が各都道府県に対して

行われる。病床機能報告の内容を参考にしながら、構想区域における医

療提供体制の構築に向けた進捗状況を確認することが重要なことから、

報告の時期等を踏まえ定期的に開催することが望ましい。 
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ウ 調整会議の臨時開催について 

 

○ 各構想区域における方向性と異なる病床整備等を行おうとする計画

等が明らかとなった場合や、新たに地域医療に参入したいと希望する医

療機関の計画等が明らかとなった場合は、その都度開催すること。 

 

 

（２） 他の調整会議との連携等 

 

ア 広域的な医療の提供の検討が必要な事項 

 

○ がんに関する医療等、構想区域を超えた医療提供体制の検討が必要な

事項については、連携する構想区域間で合同の調整会議を開催し、それ

ぞれの構想区域の方向性を踏まえた連携体制の構築について検討する

こと。 

 

 

イ 県全体で検討が必要な事項 

 

○ 上記のほか、専門性の高い医療等については、県全体（三次医療圏）

での提供体制の確保が必要となる事項もある。そのため、県全体での地

域医療構想の進捗状況についても定期的に把握しつつ、評価すること。 


